電気通信事業法施行規則及び指定電気通信設備に関する接続料の原価算定規則の一部改正案に対する意見
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1. ｻｰﾋﾞｽ競争下における規制について

昨今、地域通信市場は移動体やｲﾝﾀｰﾈｯﾄの急速な拡大等により、多様なｻｰﾋﾞｽ競争の様相を呈しており、平成11年度の移動体のﾄﾗﾋｯｸは国内総ﾄﾗﾋｯｸの約35%と推計されます。また、固定通信市場においても、県内市外通信市場における他事業者ｼｪｱの継続的拡大や大口ﾕｰｻﾞに対する直収ｻｰﾋﾞｽ及び専用線ｻｰﾋﾞｽ等においてｻｰﾋﾞｽ競争が急激に進展しております。更に来年以降市内通信市場への参入も予定されている他事業者もあり、地域通信市場におけるｻｰﾋﾞｽ・料金競争がより一層激化するものと想定されます。

一方、地域通信市場における設備ﾍﾞｰｽの競争状況を見ると、他事業者の光ﾌｧｲﾊﾞｰ、無線ｱｸｾｽやCATV網による競争が進んでいる一方、当面、東西NTTのﾛｰｶﾙﾈｯﾄﾜｰｸの利用要望は依然として高い中で、今回の省令改正は東西NTTﾈｯﾄﾜｰｸのｵｰﾌﾟﾝ化を明確にしていくものと認識しており、当社としても適切な対応をしていく考えであります。

上述したようにﾕｰｻﾞへのｻｰﾋﾞｽ競争が進展する中で、当社としても機動的、弾力的にﾕｰｻﾞﾆｰｽﾞに応えていく必要があり、
今後の規制のあり方としては、従来のように個々の規制のみを捉えて逐次制度化するのではなく、ﾕｰｻﾞｻｰﾋﾞｽと設備の双方に関わる規制全体のあり方を総合的に捉えて、ｻｰﾋﾞｽ競争の実態を勘案しながら、ﾈｯﾄﾜｰｸの健全な維持・高度化等の適切な推進が可能となるｼｽﾃﾑとし、かつ東西NTTの電話ｻｰﾋﾞｽ等の安定的提供、一層のｻｰﾋﾞｽ・料金の多様化・低廉化の促進に結びつく方向での議論をしていただくよう要望します。

また、今後、当社が計画しているｲﾝﾀｰﾈｯﾄｱｸｾｽ等を目的とした高速で低廉な新しいｻｰﾋﾞｽの提供にあたっては他事業者と同様、新たに競争の中で開始していくこと、及び技術が急激に進展していること等を考慮し、東西NTTへの規制は既存の音声通話やﾒﾀﾙ回線を対象としたものに限定するとともに、既存の規制についても時間を区切ったものとするよう要望します。更に、より高速・大容量の光化の推進においても、既存の規制が支障とならないよう十分な配慮をしていただくよう要望いたします。

2. 今回の省令改正について

当面ﾎﾞﾄﾙﾈｯｸ設備と位置付けられるﾒﾀﾙ加入者回線とISM（折り返し機能）に関して、標準的な接続箇所及び接続料を接続約款に記載することについては、当社としてもｲﾝﾀｰﾈｯﾄの更なる普及等、IT革命を推進する観点から対応していく考えであります。なお、MDF接続やISMの接続料の算定にあたっては、主として新ｻｰﾋﾞｽの提供を目的とした接続であり、従ってｻｰﾋﾞｽ提供に関わる保守・運用等の費用自体も安定したものでなく、当社の設備投資や経営等の面で予期せぬ影響が発生することも想定されること、また、ADSLで電話重畳する場合の加入者回線設備ｺｽﾄの扱いについて米国等でも結論が出ていないこと等を考慮すると、当面暫定的な料金として算定せざるを得ず、将来的に料金体系や水準の見直し等もあり得るものと考えております。

3. ＭＤＦ接続による他事業者電話ｻｰﾋﾞｽの提供について

他事業者はﾒﾀﾙ加入者回線のMDF接続によりｴﾘｱ限定・ｸﾘｰﾑｽｷﾐﾝｸﾞ的に電話ｻｰﾋﾞｽが提供可能であり、ﾕﾆﾊﾞｰｻﾙｻｰﾋﾞｽとしての当社電話ｻｰﾋﾞｽに影響を与えるものと考えられることから、当社としては例えば電話基本料を現在の政策的（級局別／事住別）料金体系から、競争対抗の料金に見直すなどの対策を余儀なくされることも想定されます。従って、他事業者がMDF接続により電話ｻｰﾋﾞｽを提供することについては、今後議論が予定されているﾕﾆﾊﾞｰｻﾙｻｰﾋﾞｽのあり方の中で、合わせて議論していただくよう要望します。その上で対応策を決めていきたいと考えております。
4. 当社DSL局内装置の位置付けについて
DSLｻｰﾋﾞｽについては、MDF接続により他事業者がDSL局内装置をNTTﾋﾞﾙ内に設置し、ｻｰﾋﾞｽ提供が可能であること、また、DSL試験ｻｰﾋﾞｽ開始当初から競争環境の中でｻｰﾋﾞｽ提供していることから、当社DSL局内装置にﾎﾞﾄﾙﾈｯｸ性は無いと考えております。現実的にDSLｻｰﾋﾞｽの3/4がMDF接続により他事業者が設置したDSL局内装置によりｻｰﾋﾞｽ提供されております。

更に、DSL等の技術は日進月歩で進展していることから、当社を含めたDSLｻｰﾋﾞｽ提供事業者は設備の仕様変更や更改をﾀｲﾑﾘｰに行う必要性が高いｻｰﾋﾞｽであります。その中で当社DSL局内装置の仕様変更を行う際に、網機能提供計画の届出ﾙｰﾙにより半年以上も実施が遅れるといったことは、ＩＴ革命を推進していく観点からも回避していきたいと考えております。

従って、既存の電話ｻｰﾋﾞｽ等設備の位置付けとは異なり、当社のDSL局内装置についても、他事業者のDSL局内装置と同様に非指定電気通信設備とし、接続約款の中でDSL局内装置を標準的な接続箇所として規定するのではなく、一般の接続協定や任意約款で規定とすることを要望します。
なお、
当社のDSL局内装置はｴﾘｱ単位の需要を勘案しながらDSL局内装置を設置しており、今後も需要に応じて当該装置を設置することとなるため、需要が見込めないｴﾘｱでの接続要望に対しては回線あたりの接続料を前提とすると、当社の設備投資ﾘｽｸが大きくなることから、提供ｴﾘｱ拡大について接続事業者と協議を行っていく考えであります。
５.　IP通信網ｻｰﾋﾞｽ（収容局ﾒﾆｭｰ）の接続料について
IP通信網ｻｰﾋﾞｽ（収容局ﾒﾆｭｰ）であるISM折り返し機能については、接続料を算定し接続約款に記載することは進めるものの、これまで当社役務区間は当社の料金設定とすることを前提に試験ｻｰﾋﾞｽを検討してきたことから、今後、従来どおり当社役務区間の料金設定権等について事業者間で協議する考えであります。
以上












2

